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―
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一
　
は
じ
め
に

環
境
税
は
、
わ
が
国
で
は
、
例
え
ば
、「
特
定
の
自
然
資
源
を
利
用
し
た
り
環
境
に
負
荷
を
与
え
る
よ
う
な
行
為
に
対
し
て
、
…
税
金

等
の
経
済
的
な
負
担
を
課
す
と
い
う
も
の

（
１
）

」
あ
る
い
は
「
環
境
に
賦
課
を
与
え
る
物
質
を
排
出
す
る
行
為
に
つ
い
て
、
そ
の
排
出
量
に
応

じ
、
税
…
を
課
す
る
こ
と
に
よ
り
、
環
境
負
荷
を
低
減
し
、
環
境
保
護
の
た
め
の
財
源
の
確
保
を
図
る
制
度

（
２
）

」
と
定
義
さ
れ
る
こ
と
が
あ

る
。
し
た
が
っ
て
、
環
境
に
負
荷
を
与
え
る
物
質
を
利
用
す
る
こ
と
を
生
産
者
あ
る
い
は
消
費
者
が
思
い
と
ど
ま
る
こ
と
に
な
る
。
環
境

法
の
領
域
で
は
、
環
境
汚
染
を
防
止
す
る
た
め
に
は
、
か
か
る
原
因
を
な
す
行
為
を
一
律
に
禁
止
す
る
と
い
う
政
策
が
ま
ず
想
定
さ
れ
る

が
、
環
境
税
は
環
境
汚
染
の
原
因
に
経
済
的
な
負
担
を
課
し
て
、
行
為
者
の
自
発
的
意
思
に
よ
り
そ
れ
を
抑
制
さ
せ
る
と
い
う
特
徴
を
持

つ
。
そ
う
し
た
環
境
税
の
構
築
が
如
何
な
る
法
的
制
約
の
許
で
認
め
ら
れ
、
如
何
な
る
形
態
を
と
る
の
か
を
本
稿
で
検
討
す
る
。

環
境
税
は
、
近
時
、
い
わ
ゆ
る
京
都
議
定
書
を
契
機
と
し
た
二
酸
化
炭
素
排
出
規
制

（
３
）

を
代
表
例
と
し
て
、
議
論
の
対
象
と
さ
れ
る
こ
と

が
し
ば
し
ば
あ
る

（
４
）

。
直
前
で
も
述
べ
た
が
、
環
境
税
と
は
、
い
わ
ゆ
る
環
境
法
に
お
け
る
経
済
的
手
段
の
一
類
型
で
あ
る
。
経
済
的
手
段

と
は
例
え
ば
「
経
済
的
な
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
（
補
助
金
等
）
ま
た
は
デ
ィ
ス
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
（
課
税
等
）
を
与
え
る
こ
と
に
よ
り
、
市

場
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
通
じ
て
、
市
民
や
事
業
者
を
一
定
の
行
動
に
誘
導
し
、
政
策
目
的
を
達
成
す
る
手
法
」
で
あ
り

（
５
）

、
す
な
わ
ち
、
私
人
が

（二）

環
境
税
の
望
ま
し
い
形
態

（三）

小
括

五
　
結
語

（
１
）

阿
部
泰
隆
／
淡
路
剛
久
編
『
環
境
法
〔
第
三
版
補
訂
版
〕』（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
六
年
）
三
四
四
頁
（
加
藤
峰
夫
執
筆
）。

（
２
）

南
博
方
／
大
久
保
規
子
『
要
説
　
環
境
法
〔
第
三
版
〕』（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
六
年
）
一
七
八
頁
。
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斯
様
な
経
済
的
な
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
ま
た
は
デ
ィ
ス
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
に
自
発
的
に
反
応
し
て
、
そ
の
結
果
と
し
て
特
定
の
政
策
目
的
が

実
現
す
る
こ
と
を
企
図
す
る
も
の
で
あ
る
。
そ
れ
故
、
環
境
政
策
の
手
段
と
し
て
用
い
ら
れ
て
き
た
、
私
人
に
特
定
の
行
為
を
禁
止
し
た

り
、
作
為
命
令
を
発
し
た
り
す
る
い
わ
ゆ
る
規
制
的
手
段
と
は
そ
の
あ
り
よ
う
を
大
き
く
異
に
す
る
も
の
で
あ
る

（
６
）

。
規
制
的
手
段
と
異
な

っ
た
執
行
の
あ
り
よ
う
を
示
す
も
の
で
あ
り
、
規
制
的
手
段
と
比
較
し
て
一
層
実
効
的
ま
た
は
効
率
的
な
公
共
政
策
の
執
行
が
可
能
と
な

り
う
る
。
し
た
が
っ
て
、
規
制
的
手
段
（
後
に
も
言
及
さ
れ
る
が
、
い
わ
ゆ
る

”秩
序
法
（O

rdnungsrecht

）“
と
同
義
と
し
て
よ
い
）

と
並
ん
で
、
重
要
な
公
共
政
策
実
現
手
段
と
し
て
観
念
し
て
よ
い
。

本
稿
は
、
ま
ず
、
環
境
税
と
い
う
公
共
政
策
実
現
手
段
が
開
発
さ
れ
る
背
景
と
な
っ
た
環
境
汚
染
の
実
態
と
そ
の
特
徴
を
明
ら
か
に
し
、

環
境
税
と
い
う
政
策
手
段
の
構
築
の
際
に
留
意
す
べ
き
事
項
を
検
討
す
る

（
７
）

。

（
３
）

端
的
で
経
緯
の
概
観
に
つ
い
て
の
優
れ
た
叙
述
と
し
て
、
参
照
、
水
野
忠
恒
『
租
税
法
　
第
三
版
』（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
五
年
）
三
一
頁
。
ま
た
、
地
球

温
暖
化
の
視
点
で
、
二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
世
界
的
規
模
で
の
増
加
と
そ
の
政
策
的
対
応
の
変
化
、
今
後
の
展
望
を
総
合
的
に
ま
と
め
た
も
の
と
し
て
、
参

照
、
石
弘
光
『
環
境
税
と
は
何
か
』（
岩
波
書
店
、
一
九
九
九
年
）
七
頁
以
下
。

（
４
）

文
献
の
所
在
も
含
め
て
、
参
照
、
金
子
宏
『
租
税
法
　
第
十
三
版
』（
弘
文
堂
、
二
〇
〇
八
年
）
六
五
頁
。
現
実
の
政
策
論
へ
の
ス
テ
ッ
プ
と
し
て
、
参

照
、
政
府
税
制
調
査
会
『
わ
が
国
税
制
の
現
状
と
課
題
　
―
二
一
世
紀
に
向
け
た
国
民
の
参
加
と
選
択
―
』（
二
〇
〇
〇
年
）
三
七
〇
頁
以
下
。

（
５
）

南
／
大
久
保
・
前
掲
注
（
２
）
一
七
八
頁
。

（
６
）

詳
細
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、
参
照
、
大
塚
直
『
環
境
法
　
第
二
版
』（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
六
年
）
八
二
頁
以
下
。

（
７
）

本
稿
執
筆
の
ベ
ー
ス
に
な
る
も
の
と
し
て
、
参
照
、
手
塚
貴
大
「
環
境
税
の
法
構
造
　
―
ド
イ
ツ
租
税
法
に
お
け
る
議
論
の
一
端
―
」
石
島
弘
他
編
『
山

田
二
郎
先
生
喜
寿
記
念
　
租
税
法
に
お
け
る
法
の
支
配
』（
信
山
社
、
二
〇
〇
七
年
）
四
九
七
頁
以
下
。
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（一）

問
題
の
所
在

１
　
環
境
汚
染
の
属
性

環
境
汚
染
の
指
摘
は
以
前
よ
り
あ
る
が
、
実
際
に
汚
染
を
防
止
す
る
こ
と
は
実
は
困
難
で
あ
る
。
わ
が
国
で
は
戦
後
見
ら
れ
た
企
業
に

よ
る
汚
染
物
質
の
水
中
あ
る
い
は
大
気
中
へ
の
排
出
に
よ
り
周
辺
住
民
の
健
康
が
侵
害
さ
れ
る
ケ
ー
ス
が
見
ら
れ
た
が
、
そ
も
そ
も
そ
う

し
た
環
境
汚
染
の
原
因
と
な
る
行
為
と
そ
の
結
果
と
の
間
の
因
果
関
係
が
一
概
に
明
ら
か
に
な
ら
な
い
と
い
う
問
題
が
あ
る

（
８
）

。
し
た
が
っ

て
、
右
の
よ
う
な
ケ
ー
ス
の
許
で
は
、
環
境
汚
染
源
に
対
し
て
何
ら
か
の
規
制
措
置
を
講
じ
よ
う
と
し
て
も
迅
速
な
対
応
は
で
き
な
い
。

尤
も
、
そ
う
し
た
因
果
関
係
は
科
学
的
知
見
の
進
歩
に
よ
り
可
能
に
な
る
こ
と
で
は
あ
る
が
、
問
題
の
本
質
を
解
決
す
る
と
い
う
視
点
か

ら
す
れ
ば
、
因
果
関
係
の
事
後
的
解
明
で
は
不
十
分
な
解
決
に
し
か
な
ら
な
い
。
ま
た
、
環
境
問
題
は
広
域
化
し
、
国
際
性
を
持
つ
よ
う

に
な
っ
て
い
る
。
そ
れ
故
、
一
国
の
み
の
政
策
的
対
処
で
は
不
十
分
で
あ
る

（
９
）

。

す
な
わ
ち
、
環
境
汚
染
は
本
来
発
生
す
べ
き
で
は
な
い
の
で
あ
り
、
事
後
的
な
救
済
（
そ
の
多
く
は
、
被
害
者
に
対
す
る
金
銭
的
賠
償
、

環
境
汚
染
原
因
と
な
る
企
業
・
個
人
に
対
す
る
取
締
り
の
強
化
等
で
あ
ろ
う
）
は
、
性
質
上
、
被
害
者
の
被
害
を
す
べ
て
回
復
す
る
も
の

で
は
な
い
。
例
え
ば
、
し
ば
し
ば
環
境
法
の
領
域
で
「
重
大
ま
た
は
回
復
不
能
な
損
害
が
発
生
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
場
合
に
、
完
全
な
科

学
的
根
拠
が
な
く
と
も
、
環
境
の
悪
化
を
防
止
す
べ
き
で
あ
る
」
こ
と
を
そ
の
意
味
内
容
と
す
る

”予
防
原
則

（
10
）

“
に
言
及
さ
れ
る
が
、
ま

（
８
）

南
／
大
久
保
・
前
掲
注
（
２
）
九
―
一
〇
頁
に
よ
る
と
、
現
在
で
は
産
業
公
害
の
み
で
な
く
、
む
し
ろ
、
い
わ
ゆ
る
生
活
公
害
に
着
目
さ
れ
ね
ば
な
ら
な

い
と
さ
れ
る
。
汚
染
原
因
者
の
多
様
化
に
よ
り
、
不
特
定
多
数
の
汚
染
源
か
ら
の
環
境
汚
染
が
発
生
し
て
い
る
の
で
、
産
業
公
害
と
異
な
り
汚
染
源
の
特
定

が
困
難
で
あ
る
の
で
、
人
々
の
環
境
意
識
に
訴
え
か
け
る
政
策
が
必
要
で
あ
る
と
い
う
。

（
９
）

南
／
大
久
保
・
前
掲
注
（
２
）
一
三
頁
以
下
。
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さ
し
く
、
右
の
よ
う
な
環
境
汚
染
を
未
然
に
防
止
し
、
そ
れ
を
以
っ
て
実
効
的
環
境
保
護
を
実
現
す
る
こ
と
を
企
図
し
て
い
る
の
で
あ
ろ

う
。以

上
に
み
た
よ
う
に
、
環
境
汚
染
は
、
被
害
が
重
大
か
つ
広
範
囲
に
及
ぶ
も
の
で
あ
り
、
完
全
な
回
復
は
事
後
的
救
済
に
よ
っ
て
は
極

め
て
困
難
で
あ
る
こ
と
が
特
徴
で
あ
る
。

２
　
環
境
税
と
環
境
汚
染
―
公
共
政
策
に
お
け
る
環
境
税
の
位
相
―

こ
こ
で
環
境
税
の
政
策
手
段
と
し
て
の
合
理
性
が
問
題
と
な
る
。
既
に
言
及
し
た
よ
う
に
、
環
境
汚
染
に
つ
い
て
の
政
策
手
段
は
命

令
・
禁
止
を
中
心
と
す
る
秩
序
法
に
よ
る
も
の
で
あ
っ
た
。
確
か
に
、
特
定
の
者
が
環
境
汚
染
の
原
因
を
構
成
し
て
い
る
の
で
あ
れ
ば
、

例
え
ば
、
彼
に
対
し
て
汚
染
原
因
た
る
物
質
の
排
出
禁
止
を
法
的
に
規
律
す
れ
ば
よ
い
。
し
か
し
、
昨
今
で
は
政
策
手
段
と
し
て
は
不
合

理
性
で
あ
る
こ
と
が
認
識
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
詳
細
は
二
（四）
で
論
ず
る
が
、
環
境
税
が
有
効
な
政
策
手
段
と
し
て
観
念
さ
れ
る
根
拠

で
も
あ
る
の
で
、
こ
こ
で
簡
単
に
触
れ
て
お
く
。
わ
が
国
の
学
説
を
参
照
す
る
と
、
例
え
ば
、
以
下
の
よ
う
に
指
摘
さ
れ
る
こ
と
が
あ

る
。一

に
、
規
制
的
手
段
（
秩
序
法
と
ほ
ぼ
同
義
で
あ
る
）
が
環
境
汚
染
物
質
の
排
出
等
を
一
律
に
規
制
す
る
ゆ
え
、
被
規
制
者
ご
と
に
排

出
等
削
減
コ
ス
ト
が
異
な
る
こ
と
を
規
制
的
手
段
は
斟
酌
で
き
な
い
こ
と
、
二
に
、
規
制
的
手
段
は
環
境
汚
染
物
質
の
減
少
、
さ
ら
に
環

境
に
親
和
・
適
合
的
物
質
の
排
出
、
あ
る
い
は
技
術
革
新
に
よ
る
そ
れ
に
係
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
与
え
る
こ
と
が
出
来
な
い
、
と
い
う

問
題
が
あ
る（

11
）

。
端
的
に
環
境
税
は
右
の
問
題
を
克
服
し
、
か
つ
規
制
的
効
果
を
も
持
ち
う
る
政
策
手
段
で
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
の
で
あ

（
10
）

予
防
原
則
に
つ
き
、
参
照
、
交
告
尚
史
他
著
『
環
境
法
入
門
〔
補
訂
版
〕』（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
七
年
）
一
二
一
頁
以
下
（
黒
川
哲
志
執
筆
）。
な
お
、
予

防
原
則
は
ド
イ
ツ
あ
る
い
は
Ｅ
Ｕ
と
い
っ
た
複
数
の
レ
ベ
ル
で
言
及
さ
れ
る
こ
と
が
あ
り
、
厳
密
に
は
そ
の
意
味
内
容
に
幅
が
あ
る
。
右
の
点
に
係
る
詳
細

に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、
参
照
、
高
橋
滋
「
環
境
リ
ス
ク
管
理
の
法
的
あ
り
方
」
環
境
法
研
究
三
〇
号
三
頁
以
下
、
特
に
、
六
頁
以
下
、
一
二
頁
以
下
。
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る
。し

か
し
政
策
手
段
の
構
築
に
は
法
的
限
界
が
常
に
伴
う
。
す
な
わ
ち
、
以
上
の
よ
う
に
、
税
は
税
収
獲
得
を
目
的
と
す
る
こ
と
な
く
、

環
境
汚
染
の
防
止
と
い
う
政
策
目
的
に
利
用
す
る
こ
と
が
企
図
さ
れ
て
い
る
。
斯
様
に
税
を
利
用
す
る
こ
と
は
法
的
に
許
容
さ
れ
る
の
か
、

が
問
題
と
な
る
。
こ
の
点
、
わ
が
国
で
は
、
税
と
は
、
そ
も
そ
も
、「
特
別
の
給
付
に
対
す
る
反
対
給
付
で
は
な
く
、
か
つ
（
法
律
が
給

付
義
務
を
定
め
て
い
る
法
律
要
件
を
み
た
す
と
こ
ろ
の
）
の
す
べ
て
の
者
に
対
し
て
収
入
の
獲
得
の
た
め
に
公
法
上
の
団
体
が
課
す
る
そ

う
し
た
金
銭
給
付
」
と
定
義
づ
け
ら
れ
る
こ
と
が
あ
る

（
12
）

。
右
の
定
義
に
照
ら
す
と
、
環
境
税
は
私
人
の
行
為
を
抑
制
す
る
効
果
を
そ
の
主

目
的
と
し
て
い
る
た
め
、
右
の
定
義
に
反
す
る
よ
う
に
も
思
え
る
。
加
え
て
、
環
境
税
が
右
の
税
概
念
に
適
合
し
、
一
つ
の
あ
り
う
る
政

策
手
段
と
し
て
観
念
す
る
と
し
て
、
環
境
税
は
政
策
的
有
効
性
を
維
持
す
る
必
要
が
あ
り
、
そ
れ
が
如
何
な
る
方
途
を
以
っ
て
可
能
と
な

る
か
も
公
共
政
策
論
と
し
て
論
ず
る
必
要
が
あ
ろ
う
。

環
境
税
を
現
実
の
政
策
実
務
に
投
入
す
る
に
前
に
、
ま
た
既
存
の
環
境
税
の
改
善
・
合
理
化
を
実
現
す
る
た
め
に
、
右
に
挙
げ
た
も
の

を
は
じ
め
と
す
る
理
論
的
諸
問
題
に
検
討
を
加
え
る
必
要
が
あ
る
。

（二）

本
稿
に
お
け
る
検
討
の
視
角

公
共
政
策
と
い
う
言
葉
が
あ
る
が
、
公
共
的
な
問
題
を
解
決
す
る
際
に
企
画
立
案
・
実
施
さ
れ
る
政
策
で
あ
る
。
環
境
問
題
は
人
的
範

（
11
）

大
塚
・
前
掲
注
（
６
）
八
五
頁
。

（
12
）

木
村
弘
之
亮
『
租
税
法
総
則
』（
成
文
堂
、
一
九
九
八
年
）
四
六
頁
、
金
子
・
前
掲
注
（
４
）
八
頁
、
清
永
敬
次
『
税
法
（
第
七
版
）』（
ミ
ネ
ル
ヴ
ァ
書

房
、
二
〇
〇
七
年
）
二
―
三
頁
。
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囲
、
地
理
的
範
囲
に
つ
い
て
極
め
て
広
範
で
あ
り
、
公
共
的
な
問
題
で
あ
る
。
そ
れ
に
加
え
て
公
共
政
策
は
国
家
が
私
人
に
対
し
て
何
ら

か
の
介
入
・
関
与
を
行
う
も
の
で
あ
る
が
、
そ
の
介
入
・
関
与
の
あ
り
よ
う
は
様
々
で
あ
る
。
大
ま
か
に
識
別
す
る
と
、
規
制
に
よ
り
私

人
の
行
動
を
制
約
す
る
、
あ
る
い
は
私
人
で
は
な
く
国
家
自
ら
が
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
、
公
共
政
策
目
的
を
実
現
す
る
こ
と
が
あ
る
。

そ
の
反
対
に
規
制
を
緩
和
し
、
私
人
の
自
律
的
・
自
発
的
行
動
に
よ
り
公
共
政
策
目
的
を
実
現
す
る
こ
と
も
あ
り
う
る
。
ま
た
は
私
人
に

対
し
て
何
ら
か
の
働
き
か
け
を
行
い
、
作
為
・
不
作
為
の
誘
因
を
与
え
て
公
共
政
策
目
的
の
実
現
を
企
図
す
る
場
合
も
あ
る
。
こ
の
よ
う

に
公
共
政
策
に
つ
い
て
国
家
と
私
人
と
の
間
の
介
入
・
関
与
の
あ
り
よ
う
は
多
様
で
あ
ろ
う
が

（
13
）

、
環
境
税
は
先
の
定
義
か
ら
分
か
る
よ
う

に
誘
因
に
よ
る
政
策
手
段
で
あ
る
が
、
そ
う
し
た
制
度
設
計
の
も
と
で
は
各
政
策
手
段
の
適
切
な
投
入
形
態
が
識
別
さ
れ
ね
ば
な
ら
な

い
。す

な
わ
ち
右
の
よ
う
な
公
共
政
策
を
最
も
よ
く
実
現
す
る
手
段
は
如
何
な
る
形
態
が
あ
る
か
が
問
題
と
な
る
。
本
稿
は
議
論
の
素
材
を

ド
イ
ツ
租
税
法
に
求
め
、
ド
イ
ツ
租
税
法
に
お
け
る
環
境
税
に
係
る
議
論

（
14
）

を
ベ
ー
ス
と
し
て
環
境
税
制
の
構
築
の
あ
り
よ
う
を
検
討
す
る

こ
と
と
し
た
い
。
ド
イ
ツ
に
お
い
て
は
一
九
九
九
年
以
降
、
環
境
税
改
革
が
実
施
さ
れ
、
石
油
税
の
引
き
上
げ
、
電
気
税
の
創
設
と
い
う

租
税
政
策
が
採
用
さ
れ
た
。
そ
れ
を
き
っ
か
け
に
環
境
税
の
法
構
造
を
検
討
す
る
業
績
が
発
表
さ
れ
て
き
た
。
ド
イ
ツ
に
お
い
て
は
、
租

税
法
あ
る
い
は
行
政
法
の
領
域
に
お
い
て
公
共
政
策
の
実
現
手
段
と
し
て
環
境
税
の
導
入
、
特
に
具
体
的
制
度
設
計

（
15
）

に
つ
い
て
議
論
が
あ

る
（
16
）

。
例
え
ば
、K

loepfer

教
授
は
先
の
経
済
的
手
段
に
つ
き
「
名
宛
人
に
経
済
的
誘
因
を
与
え
、
彼
が
環
境
政
策
上
望
ま
し
い
行
動
を
と

（
13
）

手
塚
貴
大
「
調
整
行
政
法
の
意
義
と
立
法
政
策
―
ド
イ
ツ
行
政
法
に
見
る
公
共
政
策
の
実
現
と
行
政
改
革
の
法
学
的
分
析
―
」
慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
編

『
慶
應
の
法
律
学
　
公
法
2
』（
慶
應
義
塾
大
学
出
版
会
、
二
〇
〇
八
年
）
二
〇
七
頁
以
下
に
お
い
て
筆
者
は
公
共
政
策
の
実
現
を
指
向
す
る
行
政
制
度
設
計

に
つ
き
、
ド
イ
ツ
電
気
通
信
法
制
を
素
材
と
し
て
規
制
緩
和
・
民
営
化
後
の
行
政
活
動
の
あ
り
方
に
つ
き
若
干
の
検
討
を
行
っ
た
が
、
今
後
は
規
制
緩
和
・

民
営
化
の
法
的
限
界
も
含
め
て
他
の
行
政
分
野
に
視
野
を
拡
大
し
て
検
討
す
る
予
定
で
あ
る
。
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る
よ
う
に
す
る
そ
う
し
た
政
策
手
段
」
と
定
義
づ
け

（
17
）

（
私
人
の
自
発
的
意
思
決
定
を
基
礎
と
す
る
政
策
手
段

（
18
）

）、
環
境
税
は
そ
の
一
類
型
と

し
て
「
環
境
汚
染
の
原
因
者
に
高
権
的
に
課
さ
れ
る
金
銭
給
付
義
務
」
と
す
る

（
19
）

。
そ
し
て
、
環
境
税
を
導
入
す
る
に
際
し
て
、
法
的
に
ど

の
よ
う
な
形
が
望
ま
し
い
か
と
い
う
点
で
法
律
論
が
展
開
さ
れ
て
い
る
。
ド
イ
ツ
は
環
境
法
の
発
展
が
認
め
ら
れ
る
国
で
も
あ
る
こ
と
は

周
知
で
あ
り
（
な
お
、
周
知
の
よ
う
に
、
租
税
法
を
政
策
的
に
投
入
す
る
こ
と
の
可
能
性
に
つ
き
、
ド
イ
ツ
租
税
通
則
法
三
条
一
項
二
文

（
14
）

例
え
ば
、L

ang,
Joachim

,
V

erw
irklichung

von
U

m
w

eltschutzzw
ecken

im
Steuerrecht,

in
:

K
irchhof,

Paul
(H

rsg.),
U

m
w

eltschutz
im

A
bgaben-

und
Steuerrecht,K

öln
1993 ,S.115 ff.;ders.,D

er
E

inbau
um

w
eltpolitischer

B
elange

in
das

Steuerrecht,in
:H

nasm
eyer,K

arl-H
einrich

u.a.(H
rsg.),

U
m

w
eltschutz

durch
A

bgaben
und

Steuern
:7 .

T
rierer

K
olloquium

zum
U

m
w

elt-und
T

echnikrecht
vom

22 .
bis
24 .

Septem
ber
1991 ,

H
eidelberg

1992 ,
S.
55 ff.

ま
た
、
環
境
税
の
法
的
許
容
性
に
つ
い
て
論
じ
た
も
の
と
し
て
、
参
照
、B

alm
es,

Frank
R

ainer,
V

erfassungsm
äßigkeit

und
rechtliche

S
ystem

atisierung
von

U
m

w
eltsteuerun,

K
öln
1997

;
H

ey,
Johanna,

R
echtliche

Z
ulässigkeit

von
U

m
w

eltabgaben
unter

dem
V

orbehalt
ihrer

ökologischen
und

ökonom
ischen

W
irksam

keit
:

Z
ugleich

A
nm

erkungen
zu

F
rank

R
ainer

B
alm

es,
V

erfassungsm
äßigkeit

und
rechtliche

System
atisierung

von
U

m
w

eltsteuern,StuW
1998 ,32 ff.

環
境
税
一
般
に
つ
き
、
参
照
、T

ipke,K
laus

/
Joachim

L
ang

(H
rsg.),Steuerrecht19 .A

ufl.,

K
öln
2008 ,§

8
R

z.3
ff.;T

ipke,K
laus,Steuerrechtordnung

B
d.2
2 .A

ufl.,K
öln
2003 ,S.1082

ff.

（
15
）

H
ey,Johanna,Fortführung

der
ökologischen

Steuerreform
-Ü

bergang
zur

R
outine?,N

JW
2000 ,640 .

（
16
）

税
を
政
策
目
的
に
使
用
す
る
こ
と
で
あ
る
。
参
照
、B

areis,
P

eter
/

T
hom

as
E

lser,
A

nforderungen
an

L
enkungssteuern

und
B

eurteilung
der

》

ökologischen
Steuerreform

《aus
ökonom

ischer
Sicht,

D
V

B
l.
2000 ,

1176
;

Sacksofsky,
U

te,
V

erfolgung
ökologischer

und
anderer

öffentlicher

Z
w

ecke
durch

Instrum
ente

des
A

bgabenrechts,
N

JW
2000 ,

2619 ff.

環
境
税
の
意
義
に
つ
き
、
参
照
、W

issenschaftlicher
B

eirat
beim

B
undesm

inisterium
der

F
inanzen,

U
m

w
eltsteuern

aus
finanzw

issenschaftlicher
S

icht
:

G
utachten

des
W

issenschaftlicher
B

eirats
beim

B
undesm

inisterium
der

Finanzen,B
onn
1997 ,S.8 .

ま
た
、
環
境
税
の
み
な
ら
ず
、
広
く
経
済
的
手
段
、
そ
れ
と
規
制
的
手
段
と
の
比
較
検
討
、
加
え
て
、

環
境
保
護
を
目
的
と
し
て
私
人
の
行
動
に
直
接
的
に
規
制
を
加
え
る
い
わ
ゆ
る
直
接
的
政
策
手
段
で
な
く
、
私
人
の
自
発
的
な
環
境
適
合
・
親
和
的
行
動
を

促
す
い
わ
ゆ
る
間
接
的
政
策
手
段
を
法
的
に
検
討
す
る
優
れ
た
論
考
と
し
て
、
参
照
、Franzius,

C
laudio,

D
ie

H
erausbildung

der
Instrum

ente
indirekter

V
erhaltenssteuerung

im
U

m
w

eltrechtin
der

B
undesrepublik

D
eutschland,B

erlin
2000 .
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後
段
が
既
に
明
文
で
許
容
す
る
。
し
か
し
環
境
税
自
体
の
政
策
手
段
と
し
て
性
質
決
定
す
る
こ
と
自
体
は
承
認
で
き
る
と
し
て
も
、
環
境

税
自
体
は
一
見
平
等
原
則
に
違
反
す
る
ゆ
え
、
如
何
な
る
場
面
で
、
ど
の
よ
う
に
投
入
す
る
か
は
問
題
と
し
て
残

（
20
）

る
（
21
）

）、
今
後
わ
が
国
で

環
境
税
導
入
に
係
る
政
策
論
を
充
実
さ
せ
る
に
適
当
な
理
論
が
獲
得
で
き
る
か
も
し
れ
な
い
。
な
お
、
わ
が
国
で
は
、
近
時
の
ド
イ
ツ
環

境
税
制
改
革
に
つ
い
て
詳
細
に
紹
介
す
る
も
の
が
あ
る

（
22
）

。
し
た
が
っ
て
、
現
実
の
税
制
改
革
の
内
容
・
動
向
に
つ
い
て
は
そ
ち
ら
に
譲
り
、

具
体
的
に
は
、
環
境
税
と
い
う
公
共
政
策
実
現
手
段
を
実
際
に
構
築
す
る
際
に
如
何
な
る
理
論
的
問
題
点
が
あ
り
、
法
的
に
如
何
な
る
基

準
を
ベ
ー
ス
と
し
て
税
制
の
構
築
が
な
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
か
と
い
う
理
論
的
視
点
を
中
心
に
本
稿
は
議
論
を
展
開
す
る
こ
と
と
し
た

い
。

（
17
）

K
loepfer,M

ichael,U
m

w
eltrecht3 .A

ufl.,M
ünchen

2004 ,§
5

R
z.178 .

（
18
）

Jachm
ann,M

onika,N
achhaltige

E
ntw

icklung
und

Steuern,Stuttgartu.a.2003 ,S.247 f.

（
19
）

K
loepfer,

U
m

w
eltrecht

(Fn.
17 ),

§
5

R
z.
217 .

そ
の
他
に
も
、
参
照
、G

osch,
D

ietm
ar,

Juristische
B

eurteilung
von

Ö
ko-Steuern,

StuW
1990 ,

201 ff.,203 ff.

（
20
）

B
irk,D

ieter,Steuerrechtals
M

itteldes
U

m
w

ektchutzes
:Z

ur
E

ntscheiding
des

B
V

erw
G

von
6 .7 .1984 ,D

V
B

l.1984 ,1040 ff.

（
21
）

Friauf,K
arl

H
einrich,V

erfassungsrechtliche
G

renzen
der

W
irtschaftslenkung

und
Sozialgestaltung

durch
Steuergesetze,T

übingen
1966 ,S.10

;

H
endler,

R
einhard

/
Jörn

H
eim

lich,
L

enkung
durch

A
bgaben,

Z
R

P
2000 ,

325
;

M
üller-F

ranken,
S

ebastian,
F

orum
:

V
erfassungs-und

europarechtliche
Fragen

der
E

inführung
nationaler

Ö
ko-Steuern,JuS

1997 ,872 ff.,873 .

な
お
、
税
を
政
策
手
段
と
し
て
投
入
す
る
と
い
う
こ
と
は
歴
史

的
に
見
て
普
遍
的
な
事
象
で
は
な
い
。
こ
の
点
に
つ
い
て
、
例
え
ば
、Sacksofsky

(Fn.16 ),
N

JW
2000 ,2620 .

に
よ
る
と
、
一
九
世
紀
の
自
由
主
義
が
支

配
的
で
あ
っ
た
頃
に
お
い
て
税
は
財
源
調
達
目
的
の
み
に
限
定
さ
れ
て
い
た
と
す
る
。
し
か
し
二
〇
世
紀
に
入
り
、「
税
は

”主
と
し
て
（aussließlich

）

“税
収
獲
得
に
用
い
ら
れ
る
べ
き
で
あ
る
」
と
変
調
し
（
こ
れ
は
税
が
政
策
目
的
に
投
入
さ
れ
う
る
こ
と
を
意
味
す
る
）、
ラ
イ
ヒ
租
税
通
則
法
に
は

”収
入

獲
得
の
た
め
に
“
税
の
賦
課
徴
収
が
行
わ
れ
う
る
と
さ
れ
て
い
た
た
め
、
理
論
的
問
題
と
し
て

”税
は
政
策
目
的
を
主
目
的
と
し
う
る
か
否
か
“
が
挙
げ
ら

れ
た
。Friauf

教
授
に
よ
る
と
、
ラ
イ
ヒ
租
税
通
則
法
の
規
定
は
本
文
中
に
挙
げ
た
一
九
七
七
年
ド
イ
ツ
租
税
通
則
法
に
お
い
て
受
け
継
が
れ
（Friauf,a.a.

O
.

）、
右
問
題
が
解
決
さ
れ
た
。
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で
は
、
こ
こ
で
本
稿
で
の
議
論
の
展
開
、
す
な
わ
ち
、
検
討
す
べ
き
諸
点
を
以
下
に
大
ま
か
に
示
す
。

一
に
、
公
共
政
策
の
構
築
を
法
的
に
論
ず
る
際
に
、
立
法
者
の
裁
量
の
広
さ
、
構
築
の
余
地
に
着
目
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
右
の
構

築
の
余
地
に
よ
っ
て
立
法
者
は
複
数
の
政
策
選
択
肢
の
う
ち
最
も
適
当
な
そ
れ
を
選
択
す
る
。
し
か
し
、
そ
こ
に
法
的
制
約
は
設
け
ら
れ

ね
ば
な
な
い
。H

ey

教
授
に
よ
る
と
、
そ
れ
は
、
基
本
権
、
比
例
原
則
、
平
等
原
則
、
法
治
国
家
原
則
、
Ｅ
Ｃ
法
等
で
あ
る
と
さ
れ
る

（
23
）

。

環
境
税
の
、
広
く
は
税
制
の
構
築
に
際
し
て
、
課
税
要
件
は
最
も
重
要
で
あ
る
こ
と
は
言
う
ま
で
も
な
い
。
そ
う
し
た
課
税
要
件
の
構
築

に
際
し
て
、
右
に
挙
げ
た
諸
基
準
と
の
整
合
性
が
問
わ
れ
る
こ
と
と
な
る

（
24
）

。
し
か
し
環
境
税
の
構
築
に
憲
法
の
規
律
を
厳
格
に
貫
徹
す
る

こ
と
は
現
実
に
は
行
わ
れ
な
い
か
も
し
れ
な
い
。
そ
も
そ
も
原
因
者
負
担
原
則
、
外
部
費
用
の
内
部
化
、
市
場
適
合
性
と
い
っ
た
鍵
概
念

を
環
境
税
の
構
築
に
当
て
は
め
そ
れ
を
ベ
ー
ス
に
環
境
税
の
構
築
を
現
実
に
行
う
場
合
に
は
、
そ
れ
は
応
能
負
担
原
則
あ
る
い
は
平
等
原

則
に
照
ら
せ
ば
例
外
を
な
す
の
で
あ
り
、
そ
う
し
た
例
外
に
原
則
を
当
て
は
め
る
こ
と
に
よ
っ
て
具
体
的
に
制
度
設
計
が
で
き
る
可
能
性

は
必
ず
し
も
大
き
く
な
い
。
環
境
税
の
あ
り
方
が
憲
法
違
反
と
さ
れ
た
例
は
ほ
と
ん
ど
な
く
、
顕
著
な
例
は
一
八
四
四
年
に
小
夜
鳴
鳥
税

（
22
）

木
村
弘
之
亮
「
一
九
九
九
年
・
二
〇
〇
〇
年
エ
コ
ロ
ジ
ー
税
制
改
革
　
―
ド
イ
ツ
環
境
税
法
の
新
展
開
―
」
法
学
研
究
七
三
巻
六
号
一
頁
以
下
、
同
「
政

策
税
制
と
し
て
の
エ
コ
ロ
ジ
ー
税
制
の
創
設
」
碓
井
光
明
他
編
『
公
法
学
の
法
と
政
策
　
金
子
宏
先
生
古
希
祝
賀
』（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
〇
年
）、
戸
原
四
郎

他
編
『
ド
イ
ツ
経
済
　
統
一
後
の
10
年
』（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
三
年
）
二
一
七
頁
以
下
（
加
藤
榮
一
執
筆
）、
諸
富
徹
『
環
境
税
の
理
論
と
実
際
』（
有
斐
閣
、

二
〇
〇
〇
年
）。
ド
イ
ツ
の
文
献
と
し
て
、
参
照
、H

erdegen,
M

atthias
/

W
olfgang

S
chön,

Ö
kologische

S
teuerreform

,
V

erfassungsrecht
und

V
erkehrsgew

erbe,
K

öln
2000

;
L

öw
er,

W
olfgang,

W
en

oder
w

as
steuert

die
Ö

ko-steuer?
:

G
em

einschaftsrechtliche
und

verfassungsrechtliche

Ü
berlegungen

zum
E

instiegsgesetz
in

eine
ökologische

Steuerreform
,K

öln
2000 .

（
23
）

H
ey

(Fn.14 ),StuW
1998 ,39 ff.

（
24
）

法
原
則
の
具
体
化
と
あ
て
は
め
。
参
照
、Franke,

Siegfried
F.,

M
öglichkeiten

des
Steuerrechts

zur
E

ntw
icklung

um
w

eltverträglicher
E

nergie-und

V
erkehrstechnologien,

S
tuW

1998 ,
25 ff.,

27
;

S
elm

er,
P

eter
/

C
arsten

B
rodersen,

D
ie

V
erfolgung

ökonom
ischer,

ökologischer
und

anderer

öffentlicher
Z

w
ecke

durch
Instrum

ente
des

A
bgabenrechts-V

erfassungsrechtliche
G

rundfragen-,D
V

B
l.2000 ,1153 .
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が
い
わ
ゆ
る
絞
め
殺
し
税
と
さ
れ
た
も
の
が
あ
る

（
25
）

。
こ
の
よ
う
に
憲
法
上
の
原
則
が
環
境
税
の
制
度
設
計
に
あ
ま
り
活
き
て
こ
な
い
可
能

性
を
持
っ
て
い
る
こ
と
は
否
定
で
き
な
い
が
、
逆
に
言
う
と
、
環
境
税
の
構
築
に
つ
き
適
用
可
能
な
憲
法
上
の
言
明
の
獲
得
を
敢
え
て
試

み
る
こ
と
が
必
要
と
考
え
る

（
26
）

。

ま
た
、
環
境
税
は
国
際
的
側
面
か
ら
検
討
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
仮
に
環
境
税
は
一
国
の
み
で
課
税
が
な
さ
れ
る
と
、
当

該
国
に
お
い
て
企
業
活
動
が
展
開
す
る
誘
引
を
企
業
者
か
ら
奪
っ
て
し
ま
い
、
そ
れ
は
立
地
条
件
と
し
て
の
当
該
国
家
の
魅
力
を
失
わ
せ

て
し
ま
う
。
ま
た
、
環
境
問
題
は
そ
の
汚
染
源
は
広
範
囲
に
わ
た
っ
て
点
在
し
、
あ
る
い
は
汚
染
被
害
は
広
範
囲
に
わ
た
っ
て
い
る
こ
と

が
し
ば
し
ば
あ
り
、
そ
れ
故
、
一
国
の
み
の
政
策
的
対
応
で
は
環
境
税
の
政
策
的
実
効
性
は
大
き
く
減
殺
さ
れ
る
。H

ey

教
授
は
「
環
境

税
の
適
用
領
域
が
広
く
な
る
と
そ
れ
だ
け
一
層
回
避
可
能
性
が
減
少
し
、
環
境
税
の
効
率
性
が
増
加
す
る
。
あ
る
国
内
に
お
い
て
環
境
税

を
課
さ
れ
る
財
が
外
国
に
お
い
て
獲
得
さ
れ
そ
し
て
右
外
国
に
お
い
て
環
境
税
を
課
さ
れ
な
い
財
に
替
え
ら
れ
る
か
、
ま
た
は
当
該
財
の

生
産
を
外
国
に
移
す
可
能
性
が
あ
る
程
度
に
応
じ
て
、
環
境
税
の
実
効
性
は
減
少
す
る

（
27
）

」
と
す
る
。
以
上
の
点
か
ら
し
て
も
環
境
税
の
導

入
（
本
来
は
環
境
税
に
限
ら
れ
ず
環
境
政
策
手
段
一
般
に
つ
い
て
言
え
る
こ
と
で
あ
る
が
）
は
国
際
性
が
求
め
ら
れ
る
。
こ
の
点
、
ド
イ

ツ
に
お
い
て
は
Ｅ
Ｃ
法
と
い
う
特
殊
な
法
源
が
あ
る
。
端
的
に
国
家
は
租
税
立
法
高
権
を
そ
れ
ぞ
れ
有
し
て
い
る
の
で
、
原
則
と
し
て
他

国
の
租
税
政
策
に
影
響
を
受
け
る
こ
と
な
く
、
自
国
の
租
税
政
策
を
決
定
し
う
る
。
し
か
し
、
Ｅ
Ｃ
法
は
Ｅ
Ｃ
域
内
で
の
市
場
統
合
の
ベ

ー
ス
で
あ
る
ゆ
え
、
Ｅ
Ｃ
構
成
国
の
租
税
政
策
を
も
一
定
程
度
規
律
す
る
も
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
ド
イ
ツ
に
お
け
る
環
境
税
政
策

（
25
）

詳
細
は
、H

öfling,
W

olfram
,

V
erfassungsfragen

einer
ökologischen

S
teuerreform

:
Z

ur
Jahrestagung

“U
m

w
eltabgaben „

der
D

eutschen

Steuerjuristischen
G

esellschaftam
3 ./4 .9 .1992 ,StuW

1992 ,242 .

（
26
）

同
旨
、H

öfling
(Fn.25 ),StuW

1992 ,243 .

（
27
）

H
ey

(Fn.14 ),StuW
1998 ,43 .
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を
論
ず
る
場
合
に
は
、
Ｅ
Ｃ
法
に
言
及
せ
ざ
る
を
得
な
い
の
で
、
環
境
税
と
Ｅ
Ｃ
法
と
の
関
係
に
も
言
及
す
る
こ
と
と
す
る
。

二
に
、
環
境
税
は
、
例
え
ば
、K

laus
T

ipke

教
授
に
よ
る
と
、
凡
そ
「
環
境
を
侵
害
す
る
行
為
に
法
効
果
と
し
て
結
び
付
け
ら
れ
る
税
」

で
あ
る

（
28
）

。
す
な
わ
ち
、
環
境
に
対
し
て
悪
影
響
を
及
ぼ
す
、
ま
た
は
及
ぼ
し
う
る
行
為
（
＝
使
用
、
排
出
、
取
引
等
）
に
課
税
を
し
、
私

人
に
経
済
的
な
デ
ィ
ス
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
与
え
て
、
か
か
る
行
為
を
自
発
的
に
抑
制
さ
せ
よ
う
と
す
る
も
の
と
い
っ
て
よ
い
。
従
来
、

環
境
に
悪
影
響
を
及
ぼ
す
行
為
に
つ
い
て
は
一
律
に
禁
止
す
れ
ば
よ
い
と
い
う
命
令
・
禁
止
に
代
表
さ
れ
る
規
制
的
手
段
を
以
っ
て
対
応

す
る
こ
と
が
一
般
的
で
あ
っ
た

（
29
）

。
し
か
し
そ
れ
は
許
容
さ
れ
る
汚
染
物
質
の
排
出
に
係
る
最
大
値
を
で
き
る
だ
け
減
少
さ
せ
る
イ
ン
セ
ン

テ
ィ
ブ
を
与
え
な
い

（
30
）

。
仮
に
環
境
に
悪
影
響
を
及
ぼ
す
行
為
で
あ
っ
て
も
、
そ
れ
が
受
忍
可
能
で
あ
っ
て
そ
れ
故
一
律
に
禁
止
す
る
こ
と

が
で
き
な
い
場
合
に
は
、
環
境
に
悪
影
響
を
及
ぼ
す
行
為
に
金
銭
的
負
担
を
課
し
、
受
忍
可
能
な
限
度
ま
で
か
か
る
行
為
を
抑
制
す
る
こ

と
も
あ
り
う
る

（
31
）

。
以
上
の
よ
う
に
、
規
制
的
手
段
と
経
済
的
・
誘
導
的
手
段
で
あ
る
環
境
税
と
の
双
方
を
、
例
え
ば
、
政
策
目
的
を
基
準

と
し
て
使
い
分
け
る
こ
と
が
あ
る
。
斯
様
に
政
策
手
段
を
併
用
す
る
こ
と
を
以
っ
て
、
す
な
わ
ち
、
い
わ
ゆ
る
ポ
リ
シ
ー
・
ミ
ッ
ク
ス
の

視
点
を
以
っ
て
、
公
共
政
策
の
構
築
を
な
す
こ
と
が
あ
る

（
32
）

。
そ
れ
故
、
両
者
の
比
較
検
討
は
解
決
さ
れ
る
べ
き
政
策
課
題
ご
と
に
適
当
な

政
策
手
段
を
配
備
す
る
こ
と
を
可
能
に
す
る

（
33
）

。
そ
も
そ
も
規
制
的
手
段
を
以
っ
て
環
境
政
策
が
論
じ
ら
れ
て
き
た
に
も
拘
ら
ず
、
何
故
経

済
的
手
段
に
斯
く
も
言
及
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
の
か
。
具
体
的
に
は
環
境
税
に
も
一
定
の
プ
ラ
イ
オ
リ
テ
ィ
ー
が
与
え
ら
れ
る
よ
う
に

（
28
）

T
ipke,StR

O
2

(Fn.14 ),S.1085 .

（
29
）

T
ipke,

StR
O
2

(Fn.14 ),
S.1085 .

ジ
ョ
セ
フ
・
Ｅ
・
ス
テ
ィ
グ
リ
ッ
ツ
他
著
／
藪
下
史
郎
他
訳
『
ミ
ク
ロ
経
済
学
　
第
三
版
』（
東
洋
経
済
新
報
社
、
二

〇
〇
六
年
）
七
〇
七
頁
、
植
田
和
弘
『
環
境
経
済
学
』（
岩
波
書
店
、
一
九
九
六
年
）
一
一
七
頁
。

（
30
）

H
endler

/H
eim

lich
(Fn.21 ),Z

R
P
2000 ,326 .

（
31
）

T
ipke,StR

O
2

(Fn.14 ),S.1085 .

（
32
）

B
alm

es,V
erfassungsm

äßigkeitund
rechtliche

System
atisierung

(Fn.17 ),S.6 f.

植
田
・
前
掲
注
（
29
）
一
三
四
―
一
三
五
頁
。
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な
っ
た
の
は
何
故
か
。
右
の
問
い
に
答
え
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
環
境
税
あ
る
い
は
経
済
的
手
段
を
如
何
な
る
ケ
ー
ス
に
お
い
て
利
用
す
れ

ば
公
共
政
策
の
最
も
実
効
的
か
つ
効
率
的
な
実
現
が
可
能
で
あ
る
か
が
明
ら
か
に
な
ろ
う
。

三
に
、
環
境
税
に
つ
い
て
は
、
わ
が
国
で
は
例
え
ば
広
井
良
典
教
授
が
福
祉
目
的
税
と
し
て
構
築
す
べ
き
と
近
時
主
張
さ
れ
る

（
34
）

。
そ
の

根
拠
と
し
て
大
ま
か
に
、
一
に
、
経
済
成
長
と
い
う
パ
イ
の
拡
大
の
み
で
な
く
、
生
活
の
豊
か
さ
を
実
現
す
る
た
め
に
、
環
境
汚
染
の
大

き
な
原
因
者
で
あ
る
企
業
に
環
境
税
を
負
担
さ
せ
、
そ
れ
を
社
会
保
障
財
源
と
し
（
反
対
に
、
企
業
負
担
の
社
会
保
障
費
等
は
減
額
す
る
）、

そ
れ
を
通
じ
て
失
業
率
を
減
少
さ
せ
る
こ
と
、
二
に
、
今
日
の
税
体
系
が
労
働
資
源
に
対
す
る
相
対
的
な
重
過
構
造
を
有
し
て
い
る
が

（
そ
の
結
果
と
し
て
先
に
挙
げ
た
雇
用
の
弱
ま
り
が
あ
る
）、
そ
れ
を
改
め
自
然
環
境
等
の
資
源
の
利
用
に
対
し
て
課
税
の
比
重
を
移
し
、

資
源
利
用
の
効
率
化
を
促
す
こ
と
を
以
っ
て
環
境
保
護
を
実
現
す
る
こ
と
を
凡
そ
挙
げ
て
お
ら
れ
る

（
35
）

。
右
の
よ
う
な
議
論
を
ベ
ー
ス
と
す

る
と
、
環
境
税
を
福
祉
目
的
税
と
す
べ
き
か
否
か
は
兎
も
角
目
的
税
と
し
て
構
築
す
べ
き
か
否
か
と
い
う
論
点
を
検
討
し
て
お
く
必
要
が

認
め
ら
れ
よ
う

（
36
）

。

四
に
、
以
上
の
よ
う
な
諸
点
を
ふ
ま
え
て
、
環
境
税
は
如
何
な
る
形
で
公
共
政
策
手
段
と
し
て
採
用
さ
れ
る
こ
と
が
望
ま
し
い
の
か
、

を
検
討
す
る
。
具
体
的
に
は
、
環
境
税
が
消
費
税
と
し
て
の
法
構
造
を
有
し
て
い
る
こ
と
に
言
及
し

（
37
）

、
ド
イ
ツ
に
お
い
て
既
存
の
環
境
税

（
33
）

参
照
、G

aw
el,E

rik
/D

ieter
E

w
ringm

ann,L
enkungusabgaben

und
O

rdnungsrecht:Z
ur

allokativen
L

ogik
der

R
estverschm

utzungsabgabe,StuW

1994 ,295 ff.,296 .

吉
村
良
一
／
水
野
武
夫
編
『
環
境
法
入
門
〔
第
二
版
〕』（
法
律
文
化
社
、
二
〇
〇
二
年
）
三
七
―
三
八
頁
。

（
34
）

社
会
保
障
財
源
と
し
て
の
消
費
税
、
相
続
税
と
も
併
せ
て
、
参
照
、
広
井
良
典
『
定
常
型
社
会
　
新
し
い
「
豊
か
さ
」
の
構
想
』（
岩
波
書
店
、
二
〇
〇

一
年
）
六
三
頁
以
下
。

（
35
）

広
井
・
前
掲
注
（
34
）
九
七
―
九
九
頁
。

（
36
）

近
時
の
ド
イ
ツ
に
お
け
る
目
的
税
に
関
す
る
議
論
と
し
て
、
参
照
、W

aldhoff,
C

hristian,
D

ie
Z

w
ecksteuer

:
V

erfassungsrechtliche
G

renzen
der

rechtlichen
B

indung
des

A
ufkom

m
ens

von
A

bgaben,StuW
2002 ,285 ff.
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目
（
38
）

お
よ
び
改
革
提
案
を
素
材
と
し
て
そ
れ
を
検
討
す
る

（
39
）

。
そ
れ
に
付
け
加
え
て
、Joachim

L
ang

教
授
は
、
租
税
法
体
系
全
体
の
グ
リ
ー

ン
化
の
余
地
に
言
及
す
る
。
す
な
わ
ち
、
大
ま
か
に
言
え
ば
、
所
論
に
よ
る
と
、
租
税
法
体
系
は
現
在
資
本
所
得
課
税

（kapitalorientierte
E

inkom
m

ensbteuerung

）
を
ベ
ー
ス
と
し
て
構
築
さ
れ
て
い
る
が
、
消
費
所
得
課
税
（konsum

orientierte

E
ionkom

m
ensbesteuerung

）
を
基
準
と
し
て
租
税
法
制
度
設
計
を
行
う
と
租
税
法
体
系
自
体
を
グ
リ
ー
ン
化
で
き
る
余
地
を
持
っ
て
い

る
と
す
る
。

五
に
、
以
上
の
議
論
を
総
括
す
る
必
要
が
あ
ろ
う
。

二
　
環
境
税
構
築
の
法
理
論

本
章
で
は
、
環
境
税
を
実
際
に
構
築
す
る
際
に
、
斟
酌
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
法
原
則
を
明
ら
か
に
し
、
そ
の
意
味
内
容
か
ら
法
体
系

（
37
）

包
括
的
に
は
、
参
照
、Förster,

Jutta,
D

ie
V

erbrauchsteuern
:

G
eschichte,

System
atik,

finanverfassungsrechtliche
V

ogaben,
H

edelberg
1989

:

V
oß,

R
eim

er,
S

trukturelem
ente

der
V

erbrachsteuern,
in

:
K

ruse,
H

einrich
W

ilhelm
(H

rsg.),
Z

ölle,
V

erbrauchsteuern,
europäisches

M
arktordnungsrecht,K

öln
1989 ,S.261 ff.,S.265 .

（
38
）

本
文
中
で
後
に
触
れ
る
が
、
ド
イ
ツ
に
お
い
て
は
、
ボ
ン
基
本
法
上
規
律
さ
れ
た
税
目
の
み
賦
課
徴
収
す
る
こ
と
が
許
さ
れ
る
。
ド
イ
ツ
地
方
税
に
係
る

こ
の
問
題
に
つ
い
て
、
参
照
、T

ipke,
K

laus,
Ü

ber
ungleichm

äßige
B

esteuerung
durch

kom
m

unale
V

erbrauch-und
A

ufw
andsteuern,

D
Ö

V
1995 ,

1027
ff.

ま
た
、
近
時
、
税
と
の
識
別
に
つ
い
て
賦
課
金
が
問
題
と
さ
れ
る
こ
と
が
あ
る
。
参
照
、Jo

ch
u

m
,

H
eik

e,
N

eu
stru

k
tu

rieru
n

g
d

er

Sonderabgabendogm
atik-gew

idm
etH

errn
Prof.D

r.R
udolf

W
endtin

hertzlicher
V

erbundenheit-,StuW
2006 ,134 .

包
括
的
に
は
、Jakob,W

olfgang

/O
liver

Z
ugm

aier
(H

rsg.),R
echtliche

Problem
e

von
U

m
w

eltabgaben,A
ugsburg

1996 .

（
39
）

Franke
(Fn.24 ),StuW

1998 ,28 .
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の
予
定
す
る
環
境
税
の
あ
る
べ
き
姿
を
明
ら
か
に
す
る
前
提
作
業
を
な
す
。

環
境
税
は
い
わ
ゆ
る
経
済
的
手
段
と
し
て
私
人
の
自
発
的
意
思
を
前
提
と
し
て
、
誘
引
措
置
を
以
っ
て
、
私
人
の
行
動
を
政
策
的
に
望

ま
し
い
方
向
に
導
く
こ
と
が
機
能
的
特
徴
と
す
る

（
40
）

。
す
な
わ
ち
、「
経
済
学
的
に
は
従
来
自
由
に
処
分
で
き
る
財
産
で
あ
る

”環
境
“
を

技
術
的
に
希
少
化
し
、
そ
し
て
環
境
負
担
に
つ
い
て
市
場
を
創
出
す
る

（
41
）

」
と
い
う
思
考
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
市
場
が
存
在
し
な
い
こ
と

に
よ
っ
て
最
適
な
配
分
が
不
可
能
で
あ
っ
た
環
境
と
い
う
財
の
最
適
配
分
を
可
能
と
す
る
市
場
を
創
出
す
る
こ
と
が
そ
の
核
心
で
あ
る

（
42
）

。

そ
の
効
果
と
し
て
、
一
に
、
環
境
の
過
剰
利
用
の
抑
制
、
二
に
、
技
術
革
新
、
が
あ
る

（
43
）

。
敷
衍
し
つ
つ
換
言
す
れ
ば
、
例
え
ば
生
産
活
動

等
に
環
境
の
存
在
は
欠
か
せ
な
い
も
の
で
あ
り
、
そ
れ
を
利
用
し
て
生
産
活
動
が
展
開
さ
れ
る
。
し
か
し
人
口
増
加
に
よ
る
過
剰
消
費
の

結
果
と
し
て
過
剰
な
環
境
の
利
用
が
生
じ
、
ま
た
環
境
利
用
に
特
別
の
対
価
を
支
払
う
必
要
が
な
い
た
め
、
市
場
の
欠
如
に
よ
る
最
適
配

分
が
不
可
能
で
あ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
環
境
と
い
う
財
の
価
格
に
反
映
さ
れ
な
い
費
用
が
、
公
衆
あ
る
い
は
将
来
世
代
に
と
っ
て
環
境
と

い
う
財
の
供
給
量
が
少
な
く
な
り

（
44
）

、
彼
ら
に
と
っ
て
の
最
適
配
分
が
当
然
の
結
果
と
し
て
不
可
能
に
な
る
と
い
う
事
情
が
あ
る
。
そ
の
た

（
40
）

L
ang,in

:T
ipke

/L
ang

(H
rsg.),Steuerrecht(Fn.14 ),§

8
R

z.115 .

（
41
）

B
alm

es,
V

erfassungsm
äßigkeit

und
rechtliche

System
atisierung

(Fn.14 ),
S.8

;
B

irk,
D

ieter,
Steuerrecht

:
A

lgem
einer

T
eil,2 .

A
ufl.,

M
ünchen

1994 ,
§
2

R
z.
17

;
H

endler,
R

einhard,
U

m
w

eltabgaben
und

S
teuerstaatsdoktrin,

A
Ö

R
B

d.
115

(1990 ),
577 ff.,

587 f.
;

M
eßerschm

idt,
K

laus,

U
m

w
eltabgaben

als
R

echtsproblem
,B

erlin
1986 ,S.55 f.;K

loepfer,M
ichael,U

m
w

eltschutz
durch

A
bgaben,D

Ö
V
1975 ,593 .

（
42
）

B
alm

es,V
erfassungsm

äßigkeit
und

rechtliche
System

atisierung
(Fn.14 ),S.8

;
H

ansjürgens,B
ernd,U

m
w

eltabgaben
im

Steuersystem
:

Z
u

den

M
öglichkeiten

einer
E

inführung
von

U
m

w
eltabgaben

in
das

Steuer-und
A

bgabensystem
der

B
undesrepublik

D
eutschland,

B
aden-B

aden
1992 ,

S.

23
;W

issenschaftlicher
B

eirat,U
m

w
eltsteuern

(Fn.16 ),S.12 ff.

（
43
）

W
issenschaftlicher

B
eirat,U

m
w

eltsteuern
(Fn.16 ),S.13 .

（
44
）

Franke,Siegfried
F.,Ö

konom
ische

und
politische

B
eurteilung

von
Ö

ko-Steuer,StuW
1990 ,217 f.
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め
に
公
共
政
策
に
よ
る
国
家
の
何
ら
か
の
介
入
が
正
当
化
さ
れ
、
環
境
と
い
う
財
に
市
場
を
創
出
す
る
環
境
税
の
投
入
が
正
当
化
さ
れ
る

の
で
あ
る

（
45
）

。

ま
た
、
環
境
税
は
環
境
汚
染
の
防
止
と
い
う
目
的
で
立
法
さ
れ
る
た
め
、
税
収
を
環
境
汚
染
防
止
目
的
を
は
じ
め
と
す
る
様
々
な
環
境

政
策
の
た
め
の
み
に
支
出
す
る
こ
と
も
あ
り
う
る
。
そ
の
よ
う
に
環
境
税
を
特
定
目
的
の
み
に
支
出
す
る
こ
と
を
予
定
す
る
目
的
税
（
な

お
、
福
祉
目
的
に
環
境
税
収
を
利
用
す
る
こ
と
も
提
唱
さ
れ
て
い
る
）
と
し
て
構
築
す
る
こ
と
も
あ
り
え
な
い
こ
と
で
は
な
い
。
し
た
が

っ
て
、
そ
の
よ
う
に
環
境
税
を
目
的
税
と
し
て
構
築
で
き
る
か
否
か
、
あ
る
い
は
そ
う
す
べ
き
か
否
か
を
検
討
す
る
こ
と
は
意
義
が
あ
る
。

本
章
で
は
、
目
的
税
そ
の
も
の
の
意
義
と
具
体
的
制
度
と
し
て
構
築
さ
れ
る
許
容
性
を
検
討
す
る
。

最
後
に
、
環
境
税
が
、
比
喩
的
な
言
い
方
を
す
れ
ば
、
い
わ
ば
ソ
フ
ト
な
手
段
と
し
て
認
識
さ
れ
る
が
、
そ
れ
が
如
何
な
る
政
策
領
域

に
も
投
入
さ
れ
う
る
手
段
と
考
え
る
の
は
早
計
で
あ
り
、
伝
統
的
政
策
手
段
で
あ
る
命
令
・
強
制
手
段
と
の
比
較
検
討
が
重
要
で
あ
ろ

う
。（一）

経
済
的
手
段
の
諸
類
型
―
環
境
税
、
料
金
、
特
別
賦
課
金
―

環
境
税
は
先
に
も
挙
げ
た
よ
う
に
、
い
わ
ゆ
る
経
済
的
手
段
で
あ
る
。
経
済
的
手
段
と
は
環
境
税
の
み
で
は
な
い
。
政
策
手
段
の
類
型

が
複
数
観
念
さ
れ
る
こ
と
は
、
各
政
策
手
段
に
特
徴
が
あ
り
、
政
策
に
よ
る
規
律
を
な
す
場
面
に
応
じ
て
、
利
害
得
失
等
を
勘
案
し
つ
つ

取
捨
選
択
す
る
こ
と
が
政
策
当
局
に
は
求
め
ら
れ
る
。
こ
こ
で
は
、
環
境
税
を
本
稿
で
検
討
す
る
に
あ
た
り
、
環
境
税
が
経
済
的
手
段
の

（
45
）

B
alm

es,V
erfassungsm

äßigkeitund
rechtliche

System
atisierung

(Fn.14 ),S.8 .
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う
ち
で
如
何
な
る
位
置
づ
け
を
有
し
て
い
る
か
を
確
認
し
、
環
境
税
が
如
何
な
る
政
策
局
面
で
投
入
さ
れ
る
の
が
望
ま
し
い
か
を
明
ら
か

に
す
る
こ
と
は
、
理
論
的
に
も
、
現
実
の
政
策
の
あ
り
方
を
論
ず
る
に
も
有
用
で
あ
ろ
う
。

環
境
税
は
先
に
論
じ
た
よ
う
に
、
凡
そ
環
境
汚
染
の
原
因
と
な
る
財
の
消
費
、
排
出
、
使
用
等
に
課
税
を
し
、
そ
れ
を
以
っ
て
私
人
が

当
該
行
為
を
自
発
的
に
止
め
よ
う
と
す
る
デ
ィ
ス
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
与
え
る
も
の
で
あ
る
。
そ
の
背
景
に
は
「
経
済
に
負
の
外
部
性
を

与
え
て
い
る
行
為
に
対
し
て
課
税
を
す
る
と
、
そ
の
分
だ
け
価
格
が
上
昇
し
、
そ
れ
故
、
需
要
者
が
価
格
上
昇
に
反
応
し
、
環
境
負
荷
行

為
を
心
理
的
に
控
え
る
こ
と
と
な
る
。
斯
様
な
デ
ィ
ス
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
持
つ
課
税
の
効
果
を
以
っ
て
、
私
的
限
界
費
用
と
社
会
的
限

界
費
用
と
の
一
致
が
実
現
す
る

（
46
）

」
と
い
う
経
済
理
論
が
あ
る
。
換
言
す
れ
ば
外
部
費
用
の
内
部
化
で
あ
る
。
そ
し
て
、
そ
れ
に
は
い
く
つ

か
の
類
型
が
考
え
ら
れ
う
る
。
例
え
ば
、T

rzaskalik

教
授
に
よ
る
と
、
税
（S

teuer

）、
料
金
（V

orzuglasten

）、
特
別
賦
課
金

（Sonderabgabe

）
の
三
種
が
識
別
さ
れ
う
る
と
す
る

（
47
）

。
そ
れ
ぞ
れ
私
人
に
経
済
的
負
担
を
課
す
も
の
で
あ
る
が
、
法
的
許
容
性
に
係
る
要

件
は
異
な
る
。
租
税
国
家
と
い
う
言
葉
が
あ
る
が
、
国
家
の
財
源
は
原
則
と
し
て
税
を
以
っ
て
調
達
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
、
と
い
う
命

題
で
あ
り
、
ド
イ
ツ
に
お
い
て
は
ボ
ン
基
本
法
の
想
定
す
る
国
家
像
は
そ
れ
で
あ
る
と
さ
れ
る
の
が
一
般
的
で
あ
る

（
48
）

。
環
境
税
は
資
金
調

達
機
能
を
も
有
す
る
の
で
、
環
境
税
は
以
下
に
述
べ
る
税
の
形
態
を
以
っ
て
制
度
設
計
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
も
考
え
ら
れ
る
。
し
か

し
、
後
に
も
述
べ
る
が
ド
イ
ツ
が
租
税
国
家
で
あ
る
こ
と
は
ボ
ン
基
本
法
上
規
律
さ
れ
た
税
目
の
み
の
賦
課
徴
収
が
許
さ
れ
る
こ
と
を
意

（
46
）

ス
テ
ィ
グ
リ
ッ
ツ
／
藪
下
他
訳
・
前
掲
注
（
29
）
六
九
八
―
七
〇
一
頁
。

（
47
）

T
rzaskalik,

C
hristoph,

D
ie

instrum
entelle

E
insatz

von
A

bgaben
:

B
em

erkung
zum

E
ntw

urf
eines

A
bfallabgabengesetzes,

StuW
1992 ,

135 ff.,

139 ff.

（
48
）

租
税
国
家
の
意
味
内
容
お
よ
び
法
的
性
質
等
に
つ
き
、
参
照
、G

aw
el,E

rik,D
as

Steuerstaatsgebotdes
G

rundgesetzes
:E

in
finanzw

issenschaftlicher

B
eitrag

zu
seiner

Inhaltsbestim
m

ung,D
er

StaatB
d.39

(2000 ),209 ff.
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味
し
、
そ
れ
故
に
、
特
に
、
料
金
、
賦
課
金
を
以
っ
て
構
築
す
る
環
境
政
策
の
構
築
の
許
容
性
が
問
題
と
な
る
。

１
　
税

税
（S

teuer

）
と
は
凡
そ
「
特
別
の
反
対
給
付
な
し
に
、
法
律
上
納
税
義
務
が
結
び
付
け
ら
れ
た
者
が
そ
の
課
税
要
件
の
充
足
を
契
機

と
し
て
国
家
に
納
付
す
る
金
銭
給
付

（
49
）

」
と
定
義
で
き
る
。H

ey

教
授
に
よ
る
と
、
先
に
本
稿
で
言
及
し
た
よ
う
に
、
料
金
お
よ
び
賦
課
金

が
性
質
上
限
定
的
な
役
割
し
か
果
た
し
え
な
い
こ
と
に
鑑
み
て
、
税
を
以
っ
て
環
境
税
を
構
築
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
と
す
る

（
50
）

。
こ
の

こ
と
は
、
例
え
ば
い
わ
ゆ
る
炭
素
税
導
入
に
つ
い
て
、
二
酸
化
炭
素
の
個
別
特
定
の
排
出
源
が
明
ら
か
で
な
く
、
そ
れ
が
広
範
囲
に
渡
る

な
ら
ば
、
”薄
く
広
く
“
課
税
す
る
こ
と
が
妥
当
で
あ
る
こ
と
に
繋
が
る
（
例
え
ば
、
料
金
方
式
に
つ
い
て
理
論
的
に
要
求
さ
れ
る
環
境

汚
染
と
そ
の
原
因
者
（
の
行
為
）
と
の
間
の
厳
格
な
因
果
関
係
は
必
要
な
い

（
51
）

）。
ま
た
税
も
料
金
方
式
も
名
宛
人
に
与
え
る
経
済
的
イ
ン

セ
ン
テ
ィ
ブ
は
同
じ
で
あ
る

（
52
）

。
さ
ら
に
、
ボ
ン
基
本
法
一
〇
五
条
以
下
に
賦
課
可
能
な
税
目
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
の
は
、
原
則
と
し
て
列

記
さ
れ
た
税
目
以
外
の
課
税
を
予
め
禁
ず
る
こ
と
及
び
予
め
税
収
配
分
の
基
準
を
定
め
る
こ
と
を
以
っ
て
、
そ
れ
ら
に
特
別
の
正
当
化
を

求
め
、
過
剰
な
課
税
に
よ
る
自
由
権
侵
害
、
連
邦
国
家
体
制
の
維
持
を
企
図
し
て
い
る
か
ら
で
あ
る

（
53
）

。
こ
の
こ
と
は
税
が
税
収
獲
得
・
政

策
手
段
と
し
て
優
先
的
位
置
を
有
す
る
こ
と
を
推
論
さ
せ
る

（
54
）

。

わ
が
国
の
学
説
上
指
摘
さ
れ
る
「
環
境
汚
染
の
原
因
を
生
み
出
す
の
は
企
業
の
み
な
ら
ず
一
般
の
家
庭
も
含
ま
れ
る

（
55
）

」
と
い
う
現
状
認

（
49
）

ド
イ
ツ
租
税
通
則
法
三
条
一
項
も
参
照
。
ま
た
、
参
照
、K

loepfer,U
m

w
eltrecht(Fn.17 ),§

5
R

z.243 ff.

（
50
）

H
ey

(Fn.14 ),StuW
1998 ,38 .

（
51
）

L
ang,D

er
E

inbau
um

w
eltpolitischer

B
elange

(Fn.14 ),S.62 .

（
52
）

L
ang,D

er
E

inbau
um

w
eltpolitischer

B
elange

(Fn.14 ),S.62 .

（
53
）

R
odi,M
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連
邦
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95－環境税の法と政策（一）（手塚）

識
を
踏
ま
え
れ
ば
、
税
を
課
す
こ
と
は
か
か
る
認
識
に
整
合
す
る
。
右
の
場
合
、
何
ら
か
の
税
目
の
税
負
担
引
き
上
げ
を
行
い
、
右
の
引

き
上
げ
分
が
ま
さ
に
環
境
政
策
に
動
機
付
け
ら
れ
た
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
創
出
を
期
さ
れ
た
部
分
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
し
か
し
、
如
何
な

る
税
目
の
税
負
担
の
引
き
上
げ
を
行
う
か
と
い
う
点
が
問
題
と
な
る
。
そ
れ
は
問
題
と
な
る
環
境
汚
染
の
性
質
に
よ
る
こ
と
と
な
る
。
主

と
し
て
企
業
活
動
が
汚
染
原
因
で
あ
る
な
ら
ば
、
法
人
税
（
お
よ
び
場
合
に
よ
っ
て
は
事
業
税
）
の
引
き
上
げ
が
妥
当
で
あ
ろ
う
し
、
ま

た
家
計
が
汚
染
原
因
で
あ
れ
ば
所
得
税
の
引
き
上
げ
が
望
ま
し
い
で
あ
ろ
う
。

ま
た
税
方
式
を
利
用
す
る
場
合
の
問
題
と
し
て
、
境
税
の
構
築
の
手
段
は
主
と
し
て
二
つ
あ
る

（
56
）

。
一
に
、
既
存
の
税
目
を
環
境
税
に
変

革
す
る
、
あ
る
い
は
新
規
の
税
目
を
お
こ
し
て
環
境
税
と
し
て
導
入
す
る
方
式
、
二
に
、
後
に
言
及
す
る
よ
う
に
、
租
税
法
体
系
を
具
グ

リ
ー
ン
化
す
る
方
式
、
で
あ
る
。
前
者
に
よ
る
場
合
、
税
収
中
立
性
を
維
持
す
べ
き
で
あ
る
。
税
収
中
立
性
と
は
本
稿
の
文
脈
で
は
「
所

得
税
・
法
人
税
等
の
減
税
に
よ
る
税
収
減
を
環
境
税
の
増
税
で
以
っ
て
補
う
こ
と
」
を
意
味
し
、
税
制
改
革
の
あ
り
方
を
示
す

（
57
）

。
こ
の
税

収
中
立
性
は
料
金
、
賦
課
金
方
式
を
と
っ
た
場
合
、
性
質
上
観
念
さ
れ
え
な
い
の
で
、
そ
の
点
で
そ
れ
ら
の
政
策
手
段
と
し
て
の
不
都
合

が
あ
る
。
ま
た
、
後
者
は
実
現
さ
れ
て
い
な
い
。

な
お
、
右
の
税
収
中
立
性
の
問
題
に
つ
い
て
は
留
意
点
が
あ
る
。
税
収
中
立
性
の
維
持
は
税
負
担
の
不
相
当
な
引
き
上
げ
を
抑
制
す
る

（
55
）

石
・
前
掲
注
（
３
）
五
九
頁
以
下
。

（
56
）

以
下
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ド
イ
ツ
に
つ
い
て
は
、
実
定
租
税
法
に
お
け
る
環
境
税
と
社
会
保
険
料
と
の
関
係
に
係
る
概
要
と
そ
の
限
界

に
つ
き
、
参
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/
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Ö
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理
論
的
支
柱
を
構
成
す
る
が
、
し
か
し
そ
の
租
税
政
策
を
拘
束
・
誘
導
す
る
力
の
程
度
は
あ
ま
り
強
く
な
い
場
合
が
あ
ろ
う
。
税
収
中
立

性
と
い
う
言
明
の
意
味
内
容
は
目
下
の
と
こ
ろ
ま
さ
に
税
収
中
立
に
尽
き
て
い
る
の
で
あ
っ
て
、
環
境
税
の
創
設
に
よ
る
税
負
担
増
が
あ

っ
た
際
に
、
租
税
体
系
の
も
と
に
お
い
て
い
ず
れ
の
税
目
の
税
負
担
引
き
下
げ
を
行
う
べ
き
か
、
ま
で
は
指
示
し
て
い
な
い
の
で
あ
る
。

こ
の
点
は
そ
の
都
度
社
会
経
済
情
勢
に
よ
っ
て
決
定
さ
れ
る
こ
と
に
な
ろ
う
が
、
減
税
政
策
を
規
律
づ
け
る
法
理
論
は
な
お
構
築
さ
れ
て

お
ら
ず
、
そ
の
決
定
が
恣
意
的
に
な
る
可
能
性
、
租
税
体
系
の
損
壊
の
可
能
性
が
あ
る
だ
ろ
う
。
そ
の
点
で
税
収
中
立
性
は
環
境
税
の
賦

課
と
い
う
租
税
政
策
へ
の
支
持
あ
る
い
は
そ
の
受
容
を
実
現
し
や
す
い
が
、
機
能
的
に
そ
れ
に
尽
き
る
か
も
し
れ
ず
、
逆
に
環
境
税
と
い

う
政
策
税
制
の
濫
用
に
行
き
着
く
可
能
性
す
ら
有
す
る
と
言
い
う
る
。

※
本
研
究
は
、
平
成
19
―
21
年
度
科
研
費
（
課
題
番
号：

１
９
７
３
０
０
２
３
）
の
助
成
を
受
け
た
も
の
で
あ
る
。




